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はじめに  
 世界の実質経済成長率は、 IMF（国際通貨基金）によれば、2021 年は推

計＋6.1％から 2022 年は＋3.6％に大幅に減速し、2023 年以降、中期的には

3.3％まで低下すると予測されている。ロシアによるウクライナ侵攻は、新

型コロナウイルスによるサプライチェーンの混乱に拍車をかけ、物価上昇、

とりわけ食料と燃料価格の高騰を招き、世界経済に深刻な影響を与えている。

加えて、ウイルスの感染再拡大や G7 をはじめとする国際社会によるロシア

への措置など、今後の世界経済の見通しには不確実な要素が存在している。 
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により一昨年来落ち込んでいた原

油価格は、2021 年春頃には感染症拡大以前の水準に戻った。世界的な石油

需要回復への対応として、協調減産を行っていた OPEC・非 OPEC（OPEC
プラス）は段階的増産を実施したが、市場の需給ひっ迫感から原油価格（ド

バイ）は 6 月以降 70 ドルを超え、11 月には 80 ドル台に達した。変異株「オ

ミクロン株」の出現により、11 月末には 60 ドル台後半まで下落したが、2
月に入るとウクライナ情勢緊迫化とその後のロシアによる侵攻により 100
ドルを超えて上昇した。  

また、世界的な地球温暖化対策の動向を巡っては、11 月に英国で開催さ

れた COP26（国連気候変動枠組条約第 26 回締約国会議）では、産業革命前

からの気温上昇を「1.5 度」に抑える努力を追求することや、新興国への資

金援助の強化、国際的な排出量取引のルール化などが合意され、また EU で

は CO2 削減目標の達成に向けた「Fit for 55」を発表するなど、世界的な

CO2 排出量削減に向けた動きはますます加速している。  
日本国内でも、第 6 次エネルギー基本計画における 2050 年のカーボンニ

ュートラル、2030 年度  CO2 を初めとした温室効果ガス 46％削減と 50％へ

の挑戦の新たな削減目標の設定、政府の「グリーンイノベーション基金」の

設置など、国、産業界を挙げたカーボンニュートラル社会実現への動きが盛

んになっている。  
その一方で、エネルギー基本計画では、平時・緊急時問わず、石油製品が

国民生活・経済活動に不可欠なエネルギー源であることが引き続き示されて

おり、わが国のエネルギー安全保障にとって、石油の安定供給は依然として

重要な課題となっている。石油産業も、引き続き石油の安定供給、災害時対

応能力向上などへの取り組みを進めるとともに、脱炭素・カーボンニュート

ラル社会の実現に向けた取り組みが急務となっている。  
このような事業環境の下、当センターは「石油エネルギー資源分野におけ

る技術開発プラットフォーム」としての役割を果たすため、2021 年度に、

石油産業における低炭素・脱炭素や資源循環に係る革新的技術開発に係る次

の事業を実施した。  
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2020 年度実施事業の概要  
 

Ⅰ．製造技術開発事業（公益目的支出計画における継続事業１）      

 

１．プロセス技術関連 

 ペトロリオミクス技術による分子成分情報やデジタル技術等を活用す

ることにより、製油所操業最適化のさらなる高度化によるエネルギー消費

量の大幅削減、及び低炭素原料（バイオマスや廃プラスチック由来の原料

油等）と石油系燃料の共処理（Co-Processing）技術による製油所生産品

の脱炭素化に資する基盤技術開発を実施した。 

 

２．水素エネルギー関連  

   「大量の水素製造・供給能力を有する製油所」の国際競争力を高めると

ともに「災害に強い、頑健な給油所等インフラ」を全国展開している石油

産業の強みを最大限に生かすため、水素利活用に関する技術開発事業を実

施する。  

   本事業では、水素利用の飛躍的拡大に向け、超高圧水素技術を活用した

低コスト水素供給インフラ構築に向けた研究を実施し、ステーション整

備・運営コストの低減につながる規制の見直しや技術基準制定を行った。 
 
３．プラスチック有効利用技術関連 

世界的に大きな問題となっている廃プラスチックを、石油精製プロセス

を利用して大規模に資源循環するための新規技術開発事業を実施した。 

本事業では、汚染や異種プラスチック混合のため、マテリアルリサイク

ルに適さない廃プラスチック(ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリスチ

レン等)を対象に、基礎化学品(オレフィン、BTX 等)に転換できる革新的

なケミカルリサイクルプロセスを構築するために必要な要素技術を開発

する。 

 

 

Ⅱ．燃料利用技術事業（同継続事業２）      

 

１．カーボンリサイクル液体合成燃料関連 

 CO2 有効利用技術の一つであるカーボンリサイクル液体合成燃料技術

に関して、既存の液体化石燃料へのドロップインを想定した一貫製造プロ

セス技術開発と液体合成燃料の利用拡大に向けた研究開発を総合的に進

める。  
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（１）液体合成燃料一貫製造プロセスの構築と最適化のため、SOEC 共電

解による合成ガス製造の基本特性の把握と FT 合成反応器設計のため

の基準ハイブリッド触媒の準備を行った。  
 
（２）液体合成燃料の将来の輸送用燃料への利用拡大のため、国内外の合

成燃料の性状や既存燃料との混合時の特徴を把握し、規格への適合性

や利用時の留意点を整理した。 

 

 

Ⅲ．情報収集調査事業（同継続事業３）  

     

１．情報収集提供関連 

海外主要国におけるカーボンニュートラル社会への適用を含む石油エ

ネルギー技術、関連政策、需給動向および環境規制情報を収集し、得られ

た情報を、ホームページ等を通して広く業界への活用・普及を図る。 

 

２．石油エネルギー動向調査関連 

石油エネルギーに係る国の政策、石油産業における経営・技術戦略策定 

に資するため、国内外の石油エネルギー関連情報を収集し提供するととも

に、調査分析を実施している。 

2021 年度は、カーボンニュートラルを目指す国際的環境下における国

内石油産業の環境適用と、エネルギーの安定供給を担う国際競争力を維

持・向上させるための政策立案に役立てることを目的とし、欧米を中心と

した GHG 削減に向けた石油精製業の動向、特に次世代輸送用低炭素燃料

の製造・利用計画に関する情報収集、調査分析などを実施した。 

 

 

Ⅳ．自主事業・一般研究（同その他の主要な事業）  
 

ペトロリオミクス基盤技術を活用した受託分析事業を主要な自主事業

として拡充した。  
また、補助金による事業終了後の追加研究として、一般研究事業を引き

続き実施した。  
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Ⅴ．総務関連事項  
 

コンプライアンスに関する取り組みの推進、新型コロナウイルス感染拡

大への対応を行った。  
 また、カーボンニュートラルの実現に向けた今後の技術課題の検討や環

境変化に対応した組織や体制整備を行った。  
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Ⅰ．製造技術開発 事業（公益目的支出計画における継続事業１） 
  ロ シ ア の ウ ク ラ イ ナ 侵 攻 に 端 を 発 し た 原 油 価 格 の 高 騰 に 象 徴 さ れ る

よ う に 、 石 油 製 品 は 今 後 も 重 要 な エ ネ ル ギ ー 源 で あ り 、 安 定 的 な 供 給

を 確 保 す る 必 要 が あ る 。 し か し な が ら 、 国 内 の 石 油 需 要 が 減 少 す る 一

方 で 、 ア ジ ア 諸 国 を は じ め と す る 国 際 競 争 力 が 激 化 し 、 さ ら に は 地 球

温 暖 化 へ の 対 応 が 求 め ら れ る な ど 、 事 業 環 境 の 大 き な 変 化 に 直 面 し て

い る 。 特 に 社 会 的 な C O 2 削 減 の 要 求 は 大 き く 、 日 本 国 内 に お い て も

2020 年 度 「 205 0 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 」、 2021 年 度 に 「 2030 年 度

温 室 効 果 ガ ス 46％ 削 減 と 50％ へ の 挑 戦 」の 新 た な 削 減 目 標 の 設 定 が な

さ れ る な ど 、 製 油 所 に 対 し て も グ リ ー ン 化 の 対 応 が 求 め ら れ て い る 。  

そ こ で 、 製 油 所 の グ リ ー ン 化 に 関 す る 技 術 開 発 と し て 、 ペ ト ロ リ オ

ミ ク ス 技 術 を 活 用 し 、 C O 2 低 減 に 関 わ る 低 炭 素 原 料 （ バ イ オ マ ス や 廃

プ ラ ス チ ッ ク 熱 分 解 油 等 ） の 製 油 所 設 備 で の 共 処 理 技 術 な ど の 新 規 技

術 開 発 の 取 り 組 み を 開 始 し た 。 ま た 、 製 油 所 の 重 要 な ユ ー テ ィ リ テ ィ

の 一 つ で あ る 水 素 の 利 活 用 に 関 す る 技 術 開 発 事 業 を 実 施 し た 。さ ら に 、

石 油 精 製 プ ロ セ ス を 利 用 し て 廃 プ ラ ス チ ッ ク を 資 源 循 環 す る た め の 技

術 開 発 事 業 に も 新 た に プ ラ ス チ ッ ク 資 源 循 環 研 究 室 を 2021 年 4 月 に 設

置 し て 本 格 的 に 研 究 開 発 に 取 り 組 み 始 め た 。  

 
１．プロセス技術 関連  
（ １ ） 高 効 率 な 石 油 精 製 技 術 の 基 礎 と な る 石 油 の 構 造 分 析 ・ 反 応 解

析 等 に 係 る 研 究 開 発 委 託 費  
（ 補 助 事 業 、 2021 年 度 ～ 2025 年 度 ）  

   製 油 所 の グ リ ー ン 化 に お い て は 、 以 下 の ２ 点 が 求 め ら れ る 。  

・ 製 油 所 の 操 業 の 最 適 化 に よ る C O 2 低 減  

・ 石 油 精 製 と 廃 プ ラ ス チ ッ ク 、 バ イ オ マ ス 等 の 共 処 理 技 術  

（ C o-P roces s i ng 技 術 ） の 向 上 に よ る C O 2 低 減  

製 油 所 の 操 業 最 適 化 に つ い て は 既 に 進 め ら れ て お り 、 さ ら な る

効 率 化 の た め に は 、 高 度 制 御 技 術 や フ ァ ウ リ ン グ 防 止 の 革 新 的 技

術 が 必 要 に な る 。 ま た 石 油 精 製 と 廃 プ ラ ス チ ッ ク 、 バ イ オ マ ス 等

の 共 処 理 技 術 に つ い て は 確 立 さ れ て い な い 状 況 で あ る 。  

こ の た め 、従 来 の 経 験 に 基 づ い た 製 油 所 の オ ペ レ ー シ ョ ン か ら 、

原 油 /原 料 油 の 成 分 情 報 を 基 に し た デ ー タ の 高 度 解 析 に よ る 予 測

技 術 と 制 御 技 術 に 変 革 し て い く こ と が ポ イ ン ト に な る 。 わ が 国 は

原 油 成 分 分 析（ 特 に 重 質 留 分 ）に お い て 最 先 端 技 術 を 有 し て お り 、

成 分 情 報 に 基 づ い た 運 転 制 御 技 術 、 反 応 予 測 技 術 、 フ ァ ウ リ ン グ
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防 止 技 術 を 開 発 し 、 安 定 供 給 と 環 境 負 荷 低 減 を 実 現 す る 。  

本 事 業 で は 以 下 の 技 術 開 発 の 検 討 を 進 め て い る 。  
①  原 油・原 料 油 リ ア ル タ イ ム 成 分 分 析（ 省 エ ネ 、製 品 低 炭 素 化 ）   
②  C DU 最 適 化 （ 省 エ ネ ）  
③  フ ァ ウ リ ン グ 制 御 技 術 （ 省 エ ネ 、 製 品 低 炭 素 化 ）  
④  石 化 成 分 製 造 最 適 化 （ 製 品 低 炭 素 化 ）  

2021 年 度 の 成 果 は 、① に 関 し て は 、原 油 及 び 留 分 の 一 般 性 状 を

予 測 す る A I プ ロ ト タ イ プ モ デ ル を 作 成 し 、新 規 6 原 油 と 、低 炭 素

基 材 11 種 の 燃 料 評 価 を 実 施 し た 。② に 関 し て は 、セ ン サ ー の 製 作

や 通 信 検 証 、 既 存 の R T O（ 制 御 最 適 化 シ ス テ ム ） に 必 要 な デ ー タ

要 件 な ど の 確 認 を 行 っ た 。 ③ に 関 し て は フ ァ ウ リ ン グ 解 析 の メ カ

ニ ズ ム に 関 す る 調 査 と フ ァ ウ リ ン グ 物 質 評 価 法 の 予 備 検 討 等 を 行

っ た 。 ④ に 関 し て は ① で 評 価 し た 低 炭 素 基 材 の 評 価 を 実 施 し て 、

前 処 理 が 必 要 な 成 分 を 決 定 し た 。  
 
２．水素エネルギ ー関連  
 石 油 産 業 は 、燃 料 の 高 品 質 化 に 対 応 す る た め に 大 量 の 水 素 製 造 能 力

を 製 油 所 に 有 し て い る 。ま た 、自 動 車 用 燃 料 の 供 給 に お い て は 、災 害

に 強 い ガ ソ リ ン ス タ ン ド と 、そ れ を つ な ぐ 流 通 イ ン フ ラ を 全 国 に 配 備

し て い る 。こ れ ら 石 油 産 業 の 設 備 や イ ン フ ラ 等 を 活 用 し 、我 が 国 の エ

ネ ル ギ ー 政 策 で 掲 げ る 石 油 エ ネ ル ギ ー の 有 効 利 用 や 運 輸 用 燃 料 の 多

様 化 、世 界 に 先 駆 け た 水 素 エ ネ ル ギ ー の 生 産 か ら 利 用 ま で の 水 素 社 会

の 実 現 の た め 、超 高 圧 水 素 技 術 を 活 用 し た 低 コ ス ト 水 素 供 給 イ ン フ ラ

構 築 に 向 け た 研 究 を 実 施 し 、ス テ ー シ ョ ン 整 備 ・運 営 コ ス ト の 低 減 に

つ な が る 規 制 の 見 直 し や 技 術 基 準 制 定 を 行 っ て い る 。  
 

（ １ ） 超 高 圧 水 素 イ ン フ ラ 本 格 普 及 技 術 研 究 開 発 事 業  
（ N E DO 委 託 事 業 、 2018 年 度 ～ 2022 年 度 ）  
 政 府 が 2017 年 12 月 に 発 表 し た 水 素 基 本 戦 略 に 示 さ れ た 、「 世

界 に 先 駆 け て 水 素 社 会 を 実 現 す る た め の 2030 年 ま で の 行 動 計 画 」

に 対 応 し た 研 究 開 発 の 推 進 は 必 要 不 可 欠 で あ る 。 当 セ ン タ ー が こ

れ ま で に 実 施 し た N E DO「 水 素 利 用 技 術 研 究 開 発 事 業（ 201 3 年 度

～ 2017 年 度 ）」 等 で の 研 究 開 発 実 績 を 踏 ま え 、 2018 年 度 か ら の

N E DO「 超 高 圧 水 素 イ ン フ ラ 本 格 普 及 技 術 研 究 開 発 事 業 （ 20 18 年

度 ～ 2022 年 度 ）」 を 受 託 し 、 以 下 の テ ー マ に つ い て 、 検 討 を 実 施

し て い る 。  
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①  「本格普及期に向けた水素ステーションの安全性に関わる研究開発」 
 本 テ ー マ で は 、水 素 出 荷 設 備 に 係 る 保 安 統 括 者 等 の 選 任 の 緩

和 に 関 す る 研 究 開 発 、蓄 圧 器 等 の 常 用 圧 力 上 限 値 の 見 直 し の た

め の 研 究 開 発 、 1 項 ス テ ー シ ョ ン （ 郊 外 型 ） に 係 る 技 術 基 準 の

見 直 し の 研 究 開 発 と 障 壁 に 係 る 技 術 基 準 の 見 直 し に 向 け た 技

術 検 討 の 4 件 を 実 施 す る 。 後 半 の 2 件 の テ ー マ は 、 20 2 1 年 度

下 期 に 追 加 さ れ た テ ー マ で あ る 。 4 件 い ず れ の テ ー マ も 、 今 年

度（ 2022 年 度 ）末 ま で に 技 術 基 準 を 制 定 す る 必 要 が あ り 、20 21
年 度 は 、 基 準 制 定 に 向 け て 、 計 画 通 り の 技 術 検 討 を 実 施 し た 。 

 
②  「本格普及期に向けた次世代ステーション・充填技術の研究開発」  

水 素 ス テ ー シ ョ ン 運 営 事 業 者 、機 器 メ ー カ ー や 自 動 車 会 社 を

中 心 に 実 施 し て い る 本 テ ー マ に 2020 年 度 か ら 参 画 し 、 水 素 ス

テ ー シ ョ ン 側 の 熱 容 量 と 燃 料 電 池 自 動 車 容 器 の 残 圧 の 情 報 を

用 い た 、運 営 費 低 減 に 資 す る 革 新 的 充 填 プ ロ ト コ ル に 関 わ る 充

填 技 術 基 準 と 充 填 技 術 自 主 ガ イ ド ラ イ ン を 作 成 す る 。 今 年 度

（ 2022 年 度 ） 末 ま で に 技 術 基 準 を 制 定 す る 必 要 が あ り 、 20 21
年 度 は 、 そ こ に 向 け て 、 計 画 通 り の 技 術 検 討 を 実 施 し た 。  

 
③  「 新 た な 水 素 特 性 判 断 基 準 の 導 入 に 関 す る 研 究 開 発 」  

本 N E DO 事 業 で 作 成 し た 新 た な 水 素 特 性 判 断 基 準 に 基 づ き 、

市 中 に 流 通 す る 汎 用 ス テ ン レ ス 鋼 の さ ら な る 使 用 可 能 範 囲 拡

大 に 向 け た 研 究 開 発 を 行 う 。冷 間 加 工 材 の 使 用 や 溶 接 施 工 の 利

便 性 向 上 の た め の 基 準 化 や 技 術 指 針 化 を 検 討 す る 。 今 年 度

（ 2022 年 度 ） 末 ま で に 基 準 化 に 資 す る 資 料 策 定 、 技 術 指 針 を

策 定 す る た め に 、 2021 年 度 は 、 そ こ に 向 け て 、 計 画 通 り の 技

術 検 討 を 実 施 し た 。  
ま た 、N E DO 事 業 で 得 ら れ た 鋼 材 の 水 素 適 合 性 評 価 結 果 を デ

ー タ ベ ー ス に 登 録 し 一 般 利 用 お よ び 国 際 基 準 へ の 利 活 用 を 図

る た め 、 デ ー タ 掲 載 内 容 に つ い て 審 議 し た 。  
 

④  「 複合圧力容器の評価手法確立・技術基準整備に関する技術開発」 
タ イ プ ３ 複 合 圧 力 容 器 の コ ス ト 低 減 に 向 け た 複 合 圧 力 容 器

評 価 方 法 の 簡 素 化 と 累 積 損 傷 則 適 用 に よ る 使 用 寿 命 延 長 に 関

す る 研 究 開 発 を 実 施 す る 。得 ら れ た デ ー タ 等 を 基 に 現 状 の タ イ

プ ３ 複 合 圧 力 容 器 の 技 術 基 準 の 改 正 案 を 完 成 さ せ る 。 今 年 度
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（ 2022 年 度 ）末 ま で に 技 術 基 準 の 改 正 案 を 策 定 す る た め 、20 21
年 度 は 、 そ こ に 向 け て 、 計 画 通 り の 技 術 検 討 を 実 施 し た 。  

 
３．プラスチック 有効利用技術関連  
 世 界 的 に 大 き な 問 題 と な っ て い る 廃 プ ラ ス チ ッ ク を 、石 油 精 製 プ ロ

セ ス を 利 用 し て 大 規 模 に 資 源 循 環 す る た め の 新 規 技 術 開 発 事 業 を 実

施 し た 。  
本 事 業 は 、汚 染 や 異 種 プ ラ ス チ ッ ク 混 合 の た め 、マ テ リ ア ル リ サ イ

ク ル に 適 さ な い 廃 プ ラ ス チ ッ ク（ ポ リ エ チ レ ン 、ポ リ プ ロ ピ レ ン 、ポ

リ ス チ レ ン 等 ）を 対 象 に 、基 礎 化 学 品（ オ レ フ ィ ン 、 B T X 等 ）に 転 換

で き る 革 新 的 な ケ ミ カ ル リ サ イ ク ル プ ロ セ ス を 構 築 す る た め に 必 要

な 要 素 技 術 を 開 発 す る 。  
 

（ １ ）  プ ラ ス チ ッ ク の 化 学 原 料 化 再 生 プ ロ セ ス 開 発  
   （ NE DO 委 託 事 業 、 2019 年 7 月 ～ 2021 年 7 月 ）  

2019 年 度 か ら ２ ヵ 年 の 予 定 で 先 導 研 究 プ ロ グ ラ ム を 実 施 し て 、

「 ① 廃 プ ラ ス チ ッ ク と 原 油 蒸 留 残 渣 油 の 共 熱 分 解 技 術 の 開 発 」 、

「 ② 共 熱 分 解 促 進 に 向 け た 前 処 理 触 媒 の 開 発 」 、 「 ③ 廃 プ ラ ス チ

ッ ク か ら 基 礎 化 学 品 を 生 成 す る 触 媒 分 解 プ ロ セ ス 技 術 の 開 発 」 の

３ テ ー マ を 進 め 、JP E C は ペ ト ロ リ オ ミ ク ス 技 術 に よ る 反 応 生 成 物

の 分 析 と 反 応 解 析 を 担 っ て 検 討 を 行 っ た 。  

ま た 、 2020 年 度 か ら「 ③ 廃 プ ラ ス チ ッ ク か ら 基 礎 化 学 品 を 生 成

す る 触 媒 分 解 プ ロ セ ス 技 術 の 開 発 」 は 次 項 に 記 載 の ナ シ ョ ナ ル プ

ロ ジ ェ ク ト に 移 行 し 、 そ の 他 は 2021 年 度 7 月 に 完 了 し た 。  
本 開 発 で は ペ ト ロ リ オ ミ ク ス 技 術 を 活 用 し 、 原 油 の 重 質 留 分 と

廃 プ ラ を 混 合 し た 上 で 加 熱 す る 「 共 熱 分 解 」 で 有 用 な 液 体 生 成 物

の 収 率 が 向 上 す る 一 方 で 、 固 体 生 成 物 が 減 少 す る と い う シ ナ ジ ー

効 果 を 確 認 す る 成 果 を は じ め と し た 3 件 の 特 許 出 願 に つ な が る 成

果 を 得 た 。  

 
（ ２ ） 革 新 的 プ ラ ス チ ッ ク 資 源 循 環 プ ロ セ ス 技 術 開 発 ／ 石 油 化 学  

原 料 化 プ ロ セ ス 開 発  
（ N E DO 委 託 事 業 、 2020 年 度 ～ 2024 年 度 ）  
先 導 研 究 プ ロ グ ラ ム で 進 め て い た 「 テ ー マ ③ 廃 プ ラ ス チ ッ ク か

ら 基 礎 化 学 品 を 生 成 す る 触 媒 分 解 プ ロ セ ス 技 術 の 開 発 」 を ナ シ ョ

ナ ル プ ロ ジ ェ ク ト に 移 行 し た 。そ の 結 果 、廃 プ ラ ス チ ッ ク の 選 別 、
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マ テ リ ア ル リ サ イ ク ル 、 エ ネ ル ギ ー 回 収 （ 高 効 率 燃 焼 ） の 計 4 テ

ー マ を 1 プ ロ ジ ェ ク ト と し て 、2020 年 8 月 か ら 技 術 開 発 を 開 始 し

て お り 、 JP E C は 触 媒 分 解 プ ロ セ ス の 概 念 設 計 を 行 っ て い る 。  
2021 年 度 は 溶 融 溶 解 実 験 や 固 液 分 離 他 の 各 種 デ ー タ を 取 得 し 、

パ イ ロ ッ ト プ ラ ン ト の 概 念 設 計 （ 第 2 版 ） を ま と め た 。  
 
 
Ⅱ．燃料利用技術 事業（同継続事業２）  

温 室 効 果 ガ ス の 排 出 削 減 、及 び 新 た な 資 源 の 安 定 的 確 保 と い う 2 つ

の 課 題 解 決 を 両 立 さ せ る 技 術 と し て 、製 油 所 等 か ら 排 出 さ れ る C O 2 を

原 料 と し た カ ー ボ ン リ サ イ ク ル 液 体 合 成 燃 料 が 期 待 さ れ て い る 。 特 に

液 体 化 石 燃 料 （ ガ ソ リ ン 、 軽 油 、 ジ ェ ッ ト 燃 料 等 ） の 代 替 品 と な り 得

る 液 体 合 成 燃 料 は 、 既 存 の 石 油 サ プ ラ イ チ ェ ー ン を 利 用 で き る こ と か

ら 供 給 イ ン フ ラ の 整 備 が 容 易 で あ る 。 そ こ で 液 体 化 石 燃 料 へ の ド ロ ッ

プ イ ン を 想 定 し た 液 体 合 成 燃 料 に 係 る 一 貫 製 造 プ ロ セ ス 技 術 開 発 、 及

び 合 成 燃 料 の 利 用 拡 大 に 向 け た 研 究 開 発 を 総 合 的 に 進 め る 。  
 
１．カーボンリサ イクル液体 合成燃 料関連  

  （ N E DO 委 託 事 業 、 2021 年 2 月 ～ 2 025 年 3 月 ）  
 C O 2 有 効 利 用 技 術 の 一 つ で あ る カ ー ボ ン リ サ イ ク ル 液 体 合 成 燃 料

技 術 に つ い て 、 再 エ ネ 由 来 電 力 を 利 用 し た 水 と の 共 電 解 に よ る 合 成

ガ ス 製 造 と 液 体 化 石 燃 料 に 最 も 親 和 性 が 高 い F T（ フ ィ ッ シ ャ ー・ト

ロ プ シ ュ ） 合 成 を ベ ー ス と す る 一 貫 製 造 プ ロ セ ス 技 術 開 発 及 び 将 来

の 輸 送 用 燃 料 と し て の 利 用 拡 大 の た め に 、 燃 料 性 状 や 燃 焼 性 の 特 徴

を 把 握 し 将 来 エ ン ジ ン 技 術 と の 組 合 せ 等 に よ る 性 能 向 上 の た め の 利

用 技 術 研 究 を 開 始 し た 。  
 

（ １ ） 液 体 合 成 燃 料 一 貫 製 造 プ ロ セ ス 技 術 開 発  
①  SOE C 共 電 解 デ バ イ ス を 用 い た 合 成 ガ ス 製 造  

( a )共 電 解 の 基 本 特 性 の 把 握  
共 電 解 に よ る 合 成 ガ ス 製 造 の 基 本 特 性 を 把 握 す る た め 、 単

セ ル 評 価 装 置 の 仕 様 を 検 討 し 装 置 の 導 入 を 完 了 し た 。 ま た 、

人 体 に 対 し て 著 し い 毒 性 を 有 す る C O ガ ス を 扱 う 実 験 を 安 全

に 実 施 す る た め 、 局 所 給 排 気 設 備 や 高 圧 ガ ス 供 給 シ ス テ ム 等

の 環 境 設 備 を 整 備 し た 。 SOE C の 特 性 を 踏 ま え た 運 転 方 法 や

運 転 制 約 等 を 検 討 す る た め 、 ス タ ッ ク （ 単 セ ル を 複 数 直 列 に
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積 層 し た デ バ イ ス ） 評 価 装 置 の 仕 様 を 検 討 し 装 置 の 導 入 を 行

っ た 。 こ の う ち 単 セ ル に つ い て は 共 電 解 に よ る 合 成 ガ ス 製 造

実 験 を 行 い 、 電 流 電 圧 特 性 、 温 度 依 存 性 、 合 成 ガ ス 製 造 量 ・

組 成 、 運 転 制 約 等 の 基 本 特 性 を 把 握 し た 。  
( b )電 解 モ ジ ュ ー ル 設 計 デ ー タ 採 取 及 び 設 計  

 将 来 の ス ケ ー ル ア ッ プ に 資 す る デ ー タ 採 取 を 行 う こ と を 目

的 と し た 複 数 の SO E C ス タ ッ ク を 繋 げ た 10kW 級 電 解 モ ジ ュ

ー ル 試 験 機 の 基 本 設 計 を 完 了 し た 。 併 せ て 本 試 験 機 を 設 置 す

る 産 総 研 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 国 際 共 同 研 究 セ ン タ ー （ GZ R） 実

証 エ リ ア の C O 安 全 対 策 を 中 心 と す る 環 境 設 備 の 仕 様 検 討 を

行 っ た 。  
  

② F T 合 成 反 応 器 と 一 貫 製 造 ベ ン チ 試 験 機 の 設 計  
( a )基 準 ハ イ ブ リ ッ ド 触 媒 の 準 備  

関 係 先 で 研 究 開 発 を 行 っ て い る 次 世 代 F T 反 応 触 媒 の 評 価

に 用 い る 全 自 動 触 媒 活 性 評 価 装 置 の 仕 様 を 検 討 し 製 作 を 行 っ

た 。 併 せ て F T 合 成 反 応 器 の 設 計 デ ー タ 採 取 の た め の 2kW 級

ベ ン チ の 基 本 設 計 を 完 了 し 製 作 を 開 始 し た 。  
F T 合 成 反 応 器 設 計 に 用 い る 基 準 ハ イ ブ リ ッ ド 触 媒 （ F T 触

媒 と 酸 触 媒 の 混 合 品 ） の 仕 様 検 討 を 産 総 研 と 共 同 で 行 い 、 触

媒 メ ー カ ー で 試 作 し た 外 注 品 と ラ ボ 品 が ほ ぼ 同 等 の 性 能 を 有

す る こ と を 確 認 し た 。  
 
（ ２ ） 液 体 合 成 燃 料 利 用 技 術 に 関 す る 研 究 開 発  

① 合 成 燃 料 の 調 達 と 燃 料 性 状 の 把 握  
国 内 外 の 大 学 や 企 業 か ら 調 達 し た 10 種 類 の 合 成 燃 料 に つ い

て 、 燃 料 と し て の 一 般 性 状 分 析 や 成 分 分 析 等 を 実 施 し 、 既 存 燃

料 と の 混 合 時 の 性 状 変 化 を 把 握 し 、 規 格 へ の 適 合 性 や 利 用 時 の

留 意 点 に つ い て 整 理 し た 。  
②  基 礎 燃 焼 特 性 の 把 握  

関 係 先 が 実 施 す る 定 容 燃 焼 容 器 等 の ラ ボ 試 験 機 に よ る 燃 料 の

噴 霧 、 着 火 及 び 燃 焼 と い っ た 特 性 の 計 測 、 及 び 将 来 エ ン ジ ン 燃

焼 技 術 と の 適 合 性 の 検 討 に 必 要 な 合 成 燃 料 基 材 の 調 製 を 行 っ た 。 
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Ⅲ．情報収集調査 事業（同継続事業３）  
（ 燃 料 安 定 供 給 対 策 に 関 す る 調 査 事 業（ ME T I 委 託 事 業 、2021 年 度 ）） 
 石 油 エ ネ ル ギ ー に 係 る 国 の 政 策 、 関 連 産 業 に お け る 経 営 ・ 技 術 戦 略

策 定 に 資 す る こ と を 目 的 と し て 、 国 内 外 の 石 油 エ ネ ル ギ ー 関 連 情 報 を

収 集 し 提 供 す る と と も に 、調 査・分 析 事 業 を 実 施 し て い る 。2021 年 度

は 、 海 外 調 査 出 張 員 （ 欧 州 、 米 国 、 中 国 ） に よ る 現 地 関 連 企 業 や 政 府

機 関 等 へ の ヒ ア リ ン グ や 各 種 セ ミ ナ ー 等 参 加 、 イ ン タ ー ネ ッ ト や 各 種

文 献 、 コ ン サ ル タ ン ト の 活 用 等 に よ り 、 石 油 産 業 に 係 る 環 境 規 制 等 に

関 す る 調 査 、製 油 所 の 競 争 力 に 係 る 技 術 動 向 に 関 す る 調 査 を 実 施 し た 。  

な お 、 本 年 度 も 昨 年 度 に 引 き 続 き コ ロ ナ 禍 の 制 約 を 受 け た た め 、 海 外

主 要 機 関 と の 技 術 交 流 会 は 日 中 韓 石 油 技 術 交 流 会 議 の み を 、 初 め て の

オ ン ラ イ ン 形 式 で 開 催 し た 。  
 
１．情報収集提供 関連  
（ １ ） 石 油 情 報 の 収 集 及 び 提 供  

海 外 の 石 油 技 術 、石 油 政 策 、需 給 動 向 及 び 環 境 安 全 情 報 を 中 心 に 、

石 油 産 業 の 情 報 収 集 及 び 関 係 者 へ の 情 報 提 供 を 行 う 。  
①  海 外 専 門 誌 や イ ン タ ー ネ ッ ト な ど か ら カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 社

会 へ の 適 応 を 含 む 石 油 ・ エ ネ ル ギ ー に 関 す る 幅 広 い 海 外 最 新 情

報 を 収 集 ・ 分 析 し 、 世 界 の 製 油 所 関 連 情 報 に 関 す る 調 査 結 果 を

毎 月 レ ポ ー ト に ま と め て 提 供 し た 。 さ ら に 、 よ り 重 要 な テ ー マ

は 整 理 ・ 解 析 を 行 い 、 そ れ ら の 詳 細 を J P E C レ ポ ー ト と し て 計

15 件 提 供 し た 。  
②  欧 州 、 米 国 及 び 中 国 の 現 地 で の 情 報 収 集 に 加 え 、 欧 州 に お い て

は 、 C ON C AWE（ 欧 州 石 油 環 境 保 全 連 盟 ） と 密 な 情 報 交 換 を 、

中 国 ・ 韓 国 に お い て は 両 国 の 関 連 石 油 会 社 や 関 連 機 関 と 石 油 及

び 環 境 に 関 す る 日 中 韓 石 油 技 術 交 流 会 議 を 実 施 し た 。  
 
２．石油エネルギ ー動向調査関連  
（ １ ） 製 油 所 の 国 際 競 争 力 強 化 に 関 す る 調 査  

2050 年 に 向 け て 世 界 的 な カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル が 進 ん で お り 、

我 が 国 の 石 油 産 業 も 同 様 に 進 め ら れ て い る 。し か し な が ら 、カ ー ボ

ン ニ ュ ー ト ラ ル を 達 成 す る こ と は 、一 朝 一 夕 に は 困 難 で あ り 、競 争

力 維 持 を 図 り な が ら 、実 装 可 能 な 技 術 を 選 択 し て 着 実 に 移 行 し て い

く こ と が 重 要 で あ る 。  
カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 達 成 に 向 け て 、世 界 の 製 油 所 が ダ イ ナ ミ ッ
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ク に 転 換 し て い く 中 で 既 存 ア セ ッ ト を 活 用 す る 事 例 を 中 心 に 調 査

し 、国 内 石 油 産 業 の 国 際 競 争 力 向 上 の た め の 政 策 立 案 に 役 立 て る こ

と を 目 的 と し て 202 1 年 度 は 以 下 の テ ー マ 領 域 を 中 心 に 調 査 を 行 っ

た 。  
 

【 世 界 に お け る 将 来 型 製 油 所 転 換 へ の ア プ ロ ー チ に 関 す る 調 査 】  
2050 年 の カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル を 見 据 え て 我 が 国 製 油 所 の あ り

よ う を 考 え て い く た め 、先 行 す る 海 外 製 油 所 の 転 換 ア プ ロ ー チ に つ

い て 、 下 記 の 項 目 を 中 心 に 最 新 情 報 を 調 査 収 集 ・ 整 理 し た 。  
・ 処 理 原 油 等 の 原 料 の 多 様 化 な ど 製 油 所 転 換 の 対 応 状 況 調 査  
・ 製 油 所 に お け る C O 2 を 効 果 的 に 削 減 に 関 す る 技 術 動 向 調 査  

 
（ ２ ） 環 境 規 制 や 品 質 規 制 等 に 関 す る 調 査  

環 境 規 制・大 気 環 境 改 善 の 推 進 に 資 す る 情 報 や 国 際 市 場 に お け る

石 油 製 品 に か か わ る 規 制 動 向 を 調 査 ・ 収 集 す る た め 、 2021 年 度 は

以 下 の テ ー マ 領 域 を 中 心 に 、地 域 ご と に 関 係 者 等 へ の 直 接 的 な ア プ

ロ ー チ を も っ て 、国 際 機 関・各 国 政 府 の 政 策・戦 略 の 最 新 動 向 に つ

い て 、 系 統 的 に 調 査 を 実 施 し た 。  
 
【 政 策 】  
① 欧 州 グ リ ー ン デ ィ ー ル 政 策 の 行 動 計 画 の 具 体 化 と 欧 州 気 候 法 成

立 に よ る 石 油 産 業 へ の 影 響 及 び 対 応 動 向  
② 米 国 の エ ネ ル ギ ー 多 消 費 型 産 業 （ 石 油 精 製 業 等 ） の 環 境 規 制 動

向  
③ 今 後 世 界 の 製 造 業 の 中 心 と な る 中 国 、 イ ン ド に お け る エ ネ ル ギ

ー 政 策 と 気 候 変 動 対 策  
【 企 業 戦 略 】  
④ ネ ッ ト ・ ゼ ロ 宣 言 の 欧 州 等 の 石 油 大 手 の 戦 略 と 具 体 的 ア ク シ ョ

ン 及 び 国 別 の 石 油 産 業 の 戦 略  
⑤  米 国 の 環 境 政 策 シ フ ト に よ る 石 油 各 社 の 戦 略  
⑥ 中 国 3 大 国 有 石 油 会 社 を 中 心 と し た 、2060 年 の カ ー ボ ン ニ ュ ー

ト ラ ル に 向 け た 事 業 戦 略 分 析  
【 次 世 代 輸 送 用 液 体 燃 料 】  
⑦ ネ ッ ト ・ ゼ ロ に 向 け た 次 世 代 輸 送 用 燃 料 の 各 国 導 入 政 策 と 関 連

す る 品 質 基 準・規 格 等 の 動 向 お よ び 合 成 燃 料（ e - fu e l）を 含 む サ

ス テ ィ ナ ブ ル 液 体 燃 料 の 開 発 ・ 導 入 状 況 と そ の 製 造 技 術 の 調 査  
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⑧ 陸 上 ・ 航 空 ・ 海 運 部 門 に お け る 次 世 代 液 体 燃 料 の 供 給 可 能 性 お

よ び 油 精 製 事 業 へ の 影 響 調 査  
 
 

Ⅳ．自主事業・一 般研究（同その他 の主要な事業）  
1 .  自主事業  

ぺ ト ロ リ オ ミ ク ス 基 盤 技 術 を 活 用 し た 受 託 分 析 事 業 を 推 進 す る

た め 、 分 析 評 価 装 置 を 取 得 し 、 27 件 の 受 託 分 析 を 実 施 し た 。  
 

2.  一般研究  
国 か ら の 補 助 を 受 け 実 施 し た 製 造 技 術 開 発 事 業 の フ ォ ロ ー ア ッ

プ 研 究 と し て 、 一 般 研 究 事 業 を 継 続 し て 実 施 し た 。  
 
 

Ⅴ．総務関連事項  

１．事業の適正な 執行の確保その他 事項  

①  事 業 の 適 正 な 執 行 、良 好 な 職 場 環 境 や モ ラ ル の 維 持 向 上 な ど 、コ

ン プ ラ イ ア ン ス の 周 知 徹 底 の た め 、 全 職 員 を 対 象 に 研 究 不 正 防

止・ハ ラ ス メ ン ト・情 報 セ キ ュ リ ィ テ ィ に 関 す る 研 修 (E ラ ー ニ ン

グ )を 実 施 し た 。ま た 、経 理 担 当 者 の 会 計 検 査 院 研 修 へ の 派 遣 、各

部 横 断 的 な 会 議 を 定 期 的 に 開 催 し 、適 正 な 事 業 執 行 の た め の 情 報

共 有 、 改 善 提 案 等 を 行 っ た 。  
②  石 油 基 盤 技 術 研 究 所 ・ 新 研 究 施 設 （ 東 京 都 江 東 区 ） の 整 備 工 事 、

安 全 対 策 工 事 等 を 進 め 、 9 月 か ら 新 研 究 施 設 で の 研 究 活 動 を 開 始

し た 。 ま た 、 ME T I、 主 要 関 係 者 を 招 聘 し 、 理 事 長 主 催 の 新 研 究

施 設 披 露 会 を 挙 行 し た 。  
③  当 セ ン タ ー が 実 施 す る 技 術 開 発 、調 査 研 究 の 成 果 の 普 及 促 進 を 図

る た め 、 JP E C フ ォ ー ラ ム を 開 催 し た 他 、「 JP E C レ ポ ー ト 」と し

て ホ ー ム ペ ー ジ に よ り 広 く 一 般 に 配 信 し た 。  
 
２．主要会議等の 開催状況  

2021 年 4 月 か ら 2022 年 3 月 ま で に 開 催 さ れ た 主 要 な 会 議 、 委 員

会 等 は 以 下 の と お り 。  
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2021 年  

 5 月 12 日 （ 水 ）  2021 年 度 JPEC フ ォ ー ラ ム  

    ・ 成 果 報 告 お よ び 事 業 推 進 の た め の 意 見 交 換  

 6 月 8 日 （ 火 ）  第 1 回 国 内 規 制 適 正 化 検 討 委 員 会  

    ・ 2021 年 度 新 規 テ ー マ の 進 め 方 説 明 ・ 審 議  

 6 月 7 日 （ 月 ）  第 71 回 通 常 理 事 会  

     ・ 2020 年 度 事 業 報 告 ・ 決 算 報 告 等  

 6 月 22 日 （ 火 ）  第 65 回 定 時 評 議 員 会  

     ・ 2020 年 度 決 算 審 議 、 役 員 、 評 議 員 選 任 等  

 7 月 7 日 （ 水 ）  第 1 回 液 体 合 成 燃 料 研 究 開 発 委 員 会  

       ・ 2021 年 度 事 業 計 画 の 説 明 ・ 審 議  

 8 月 4 日 （ 水 ）  第 1 回 情 報 収 集 調 査 研 究 会  

     ・ 2021 年 度 事 業 計 画 の 説 明 ・ 審 議  

 8 月 27 日 （ 金 ）  第 1 回 プ ラ ス チ ッ ク 資 源 循 環 技 術 専 門 委 員 会  

     ・ 2021 年 度 事 業 計 画 の 説 明 ・ 審 議  

 9 月 3 日 （ 金 ）  第 2 回 国 内 規 制 適 正 化 検 討 委 員 会  

     ・ 主 要 テ ー マ の 進 捗 状 況 報 告 ・ 審 議  

 9 月 29 日 （ 水 ）  第 1 回 戦 略 企 画 研 究 会  

     ・ 2021 年 度 事 業 の 中 間 報 告 、 下 期 計 画 等  

 10 月 13 日 （ 水 ）  第 1 回 技 術 開 発 推 進 会 議  

     ・ 2021 年 度 事 業 の 中 間 報 告 、 下 期 計 画 等  

 10 月 20 日 （ 水 ）  石 油 基 盤 技 術 研 究 所 完 成 ・ 披 露 式 典  

     ・ 関 係 者 へ の 新 研 究 所 お 披 露 目  

 10 月 21 日 （ 木 ）  第 1 回 高 度 利 用 技 術 研 究 会  

     ・ 技 術 ロ ー ド マ ッ プ 策 定 に 向 け た 討 議  

 10 月 29 日 （ 金 ）  第 2 回 液 体 合 成 燃 料 研 究 開 発 委 員 会  

     ・ 2021 年 度 事 業 の 進 捗 状 況 報 告 ・ 審 議  

 11 月 4 日 （ 木 ）  第 2 回 情 報 収 集 調 査 研 究 会  

     ・ 2021 年 度 事 業 の 進 捗 状 況 報 告・審 議 、2022 年

度 調 査 事 業 テ ー マ の 検 討  

 11 月 11 日 （ 木 ）  第 14 回 日 中 韓 石 油 技 術 会 議  

     ・ 石 油 精 製 技 術 他 情 報 交 換  
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12 月 17 日 （ 金 ）  第 3 回 国 内 規 制 適 正 化 検 討 委 員 会  

    ・ 主 要 テ ー マ の 進 捗 状 況 報 告 ・ 審 議  

2022 年  

 1 月 11 日 （ 火 ）  第 1 回 高 度 利 用 技 術 研 究 会 / 

     第 1 回 カーボンニュートラル情報交換会（同時開催） 

     ・ カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル に 関 す る 動 向 報 告  

2 月 4 日 （ 金 ）  第 1 回 製 油 所 グ リ ー ン 化 技 術 委 員 会  

     ・ 2021 年 度 事 業 の 進 捗 状 況 報 告 ・ 審 議  

 2 月 15 日 （ 火 ）  第 3 回 高 度 利 用 技 術 研 究 会   

    ・ 技 術 ロ ー ド マ ッ プ 策 定 に 向 け た 審 議  

3 月 １ 日 （ 火 ）  第 3 回 液 体 合 成 燃 料 研 究 開 発 委 員 会  

    ・ 2021 年 度 事 業 の 進 捗 状 況 報 告・審 議 、2022 年

度 事 業 計 画 案 の 審 議  

3 月 2 日 （ 水 ）  第 3 回 情 報 収 集 調 査 研 究 会  

     ・2021 年 度 成 果 見 込 み 報 告 、2022 年 度 調 査 事 業

テ ー マ 案 の 審 議  

3 月 3 日 （ 木 ）  第 2 回 戦 略 企 画 研 究 会  

     ・2021 年 度 事 業 の 進 捗 状 況 報 告 、2022 年 度 事 業

計 画 案 の 審 議  

3 月 10 日 （ 木 ）  第 2 回 プ ラ ス チ ッ ク 資 源 循 環 技 術 専 門 委 員 会  

     ・ 2021 年 度 NEDO 研 究 開 発 進 捗 報 告 、 2022 年 度

事 業 計 画 案 の 審 議  

3 月 14 日 （ 月 ）  第 1 回 技 術 企 画 委 員 会 ／  

    第 2 回 技 術 開 発 推 進 会 議 （ 同 時 開 催 ）  

     ・2021 年 度 技 術 開 発 事 業 の 結 果 報 告 、2022 年 度

事 業 計 画 案 の 審 議  

3 月 16 日 （ 水 ） 第 43 回 企 画 運 営 委 員 会  

     ・ 2021 年 度 技 術 開 発 事 業 の 進 捗 結 果 と 2021 年

度 事 業 計 画 等 報 告  
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3 月 18 日 （ 金 ） 第 72 回 通 常 理 事 会  

     ・ 2022 年 度 事 業 計 画 案 お よ び 予 算 案 報 告  

 3 月 22 日 （ 火 ） 第 4 回 高 度 利 用 技 術 研 究 会  

     ・ 技 術 ロ ー ド マ ッ プ 策 定 に 向 け た 討 議  

3 月 23 日 （ 水 ） 第 4 回 国 内 規 制 適 正 化 検 討 委 員 会  

    ・ 主 要 テ ー マ の 進 捗 結 果 報 告 ・ 討 議  

 

３．役員、評議員 の異動  

  2021 年 4 月 か ら 2022 年 3 月 ま で の 役 員 、 評 議 員 の 異 動 は 以 下 の

と お り 。  

 

  理 事 の 異 動  

2021 年 6 月 22 日 付 け  

  退 任   中 野  賢 行 、 春 井  啓 克  

  就 任   髙 橋  直 人 、 大 塚  宏 明  

 

監 事 の 異 動  

 2021 年 6 月 22 日 付 け  

   退 任   加 藤  庸 之  

   就 任   佐 々 木 輝 明  

 
評 議 員 の 異 動  

2021 年 6 月 22 日 付 け  

   退 任   小 林  総 一 、 中 原  俊 也 、 中 山  真 志  
就 任   吉 田  有 三 、 椎 名  秀 樹 、 松 岡  泰 助  

 
 

４．賛助会員の異 動  

  2021 年 4 月から 2022 年 3 月までの賛助会員の異動は以下のとおり。 
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     退 会   株 式 会 社 小 松 製 作 所  

         東 日 本 旅 客 鉄 道 株 式 会 社  

株 式 会 社 三 菱 UFJ 銀 行  

株 式 会 社 エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ ・ デ ー タ C C S 
株 式 会 社 石 油 産 業 技 術 研 究 所  
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５．賛助会員名簿           
（2022 年 3 月現在 43 法人・団体） 

 
（石  油）  

出 光 興 産 株 式 会 社 

E N E O S 株 式 会 社 

鹿 島 石 油 株 式 会 社 

コ ス モ 石 油 株 式 会 社 

昭 和 四 日 市 石 油 株 式 会 社 

西 部 石 油 株 式 会 社 

太 陽 石 油 株 式 会 社 

東 亜 石 油 株 式 会 社 

富 士 石 油 株 式 会 社 

一 般 社 団 法 人 潤 滑 油 協 会 

公 益 社 団 法 人 石 油 学 会 

石 油 連 盟 

 

（化  学）  

大 陽 日 酸 株 式 会 社 

日  揮  触  媒  化  成  株  式  会  社 

日 本 エ ア ・ リ キ ー ド 株 式 会 社 

日 本 ケ ッ チ ェ ン 株 式 会 社 

 

（電気機器）  

ア ズ ビ ル 株 式 会 社 

富 士 通 株 式 会 社 

株 式 会 社 明 電 舎 

 

 

 

（機  械）  

一般財団法人エンジニアリング協会 

サ ム テ ッ ク 株 式 会 社 

株 式 会 社 タ ツ ノ 

千 代 田 化 工 建 設 株 式 会 社 

東 洋 エ ン ジ ニ ア リ ン グ 株 式 会 社 

日 揮 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 

三 浦 工 業 株 式 会 社 

三 菱 化 工 機 株 式 会 社 

 

（輸送用機器）  

株 式 会 社 Ｉ Ｈ Ｉ 

川 崎 重 工 業 株 式 会 社 

一 般 社 団 法 人 日 本 自 動 車 工 業 会 

 

（銀行・保険業）  

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 

三 井 住 友 火 災 保 険 株 式 会 社 

 

（商社・情報処理・研究所）  

岩 谷 産 業 株 式 会 社 

神 鋼 商 事 株 式 会 社 

株 式 会 社 巴 商 会 

ＮＥＣネクサソリューションズ株式会社 

E N E O S 総 研 株 式 会 社 

一般財団法人金属系材料研究開発センター 
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一般社団法人水素供給利用技術協会 

一般財団法人石油開発情報センター 

一般財団法人日本エネルギー経済研究所 

一 般 財 団 法 人 日 本 自 動 車 研 究 所 
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６．委員会機構                   

 

 （ 20 2 2 年 3 月 現 在 ）  

 

企画運営委員会

理　事　会
技術企画委員会

常務理事

合成燃料研究開発委員会
常務理事

評議員会

技術開発推進会議
理事長

事務局
専務理事

プラスチック資源循環技術専門委員会

国内規制適正化検討委員会

水素インフラ規格基準委員会

（事業実施に係る委員会）
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７．事務局機構               

 

（2022年3月１日現在）

（東京都港区）

17名

（9名）

10名

4名

（5名）
　　　　※内3名は合成燃料研究室兼務

17名

（東京都江東区）

41名

（備考）役職員数89名：役員3名、職員86名（派遣・契約職員を含む）

注）網掛けは、本部（東京都港区芝公園）に所在している部署を示す。

技 術 企 画 部

理事長

専務理事
総    務    部

欧州長期出張員事務所

中国長期出張員事務所

米国長期出張員事務所

合成燃料研究室

ペトロリオミクス研究室

水素利用推進室　

研 究 推 進 室

プラスチック資源循環研究室

（3名）

調査情報グループ

常務理事

（7名）

（7名）

（16名）

（14名）

合　成　燃　料　部

 水素エネルギー部

石油基盤技術研究所

合成燃料実証推進室　

 


